
新潟市創業サポート事業費（店舗）補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、新潟市補助金等交付規則（平成１６年新潟市規則第１９号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、創業促進のため、創業者が本市内の空き店舗で実施す

る事業を対象に交付する補助金に関して必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１） 中小企業者  

中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する中小企業者 

をいう。 

（２） 創業とは、次のいずれかに該当するものをいう。 

ア 事業を営んでいない個人が新たに中小企業者として事業を開始すること。

イ 中小企業者が自らの事業の全部又は一部を継続して実施しつつ、新たな中小企業者 

として、新事業を開始すること。 

ウ 新潟市創業サポート事業費（店舗）補助金の交付を申請する日（以下「申請日」と 

いう。）において、実店舗をもたない又は新潟市チャレンジショップで既に事業を営ん 

でいる中小企業者が、事業を開始した日から３年が経過する前に本市内の空き店舗で 

事業を開始すること。 

（３） 第二創業 

既に事業を営んでいる中小企業者において後継者（経営に関する権利又は権限を有 

しない者をいう。）が先代から事業を引き継いだ後に新事業に進出することをいう。た 

だし、申請日の６か月前から申請日までに事業承継を行っている場合又は申請日から 

６か月を経過する日若しくは新事業に着手する日の属する年度の末日のどちらか早い 

日までの間に事業承継を行う場合に限る。 



（４） 創業者 

補助金交付決定日以降に創業又は第二創業を行う者をいう。 

（５） ＵＩＪターン者 

   申請日において、本市に居住する者であって新潟県外から本市に居住地を移転して 

から１年を経過していない者又は本市に居住していない者であって申請日の属する年 

度内に本市に居住地を移転する者をいう。 

（６） 特定創業支援等事業により支援を受けたことの証明書を取得した者（以下「特定 

創業支援者」という。） 

    申請日の属する年度において、新潟市特定創業支援等事業に関する証明書交付に係

る要綱（平成２７年３月１３日施行）第２条で規定する証明書の交付を受けた者をい

う。 

（７） 商店街団体とは、次のいずれかに該当するものをいう。 

ア 商店街振興組合又はその活動が商店街の活性化に資すると認められる事業協同組合

イ 商店街を形成する任意の商店街組織で、その構成員の２分の１以上の者が商業又はサー 

ビス業を営むもの。 

ウ 商工会法又は商工会議所法に基づいて組織され、商店街活性化のための事業等を行

うもの。 

（８） 商店街内 

前号に規定する団体の活動区域をいう。ただし、同号ウに規定する団体の活動区域 

内に同号ア又はイに規定する団体の活動区域が含まれる場合は、同号ウに規定する団 

体の活動区域を同号ア又はイに規定する団体の活動区域とする。 

（９） 空き店舗とは、次のいずれにも該当するものをいう。 

ア 新潟市内に所在すること。 

イ 補助対象者が自ら賃貸借の契約をすること。 

ウ この要綱に基づく申請日時点で活用されていない店舗として賃貸借可能な状況の

ものであること。 

エ 空き店舗の貸主が３親等以内の親族でないこと。 



オ 自己所有物件でないこと。 

（１０） 小売店舗等とは、次のいずれにも該当するものをいう。 

ア 小売業、飲食サービス業、生活関連サービス業のいずれかに該当する事業を営む店

舗（管理、補助的経済活動を行う事業所を除く。） 

イ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第 1 項各号に規定する風俗営業又は同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業

を営む店舗でないもの。 

ウ 宗教活動又は政治活動を目的とした事業を営む店舗でないもの。 

エ 公序良俗に反する行為又は違法な行為を行う店舗でないもの。 

（補助金の交付） 

第３条 市長は、次の各号のいずれにも該当する者に対して、予算の範囲内において補助金

を交付する。 

（１） 創業者。 

（２） 本市内の空き店舗に小売店舗等を出店する者。 

（３） 市税を滞納していない者。 

（４） この要綱に基づく補助金の交付を受けていない者。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、補助金の申請をした者が次の各号のいずれかに該当

するときは、補助金の交付の決定をしないことができる。 

（１） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。次号

において「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団。 

（２） 暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員。 

（３） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者。 

（補助対象経費及び補助率等） 

第４条 補助金の対象となる経費及び補助率等は、別表のとおりとする。 

２ 前項により算定した額に１、０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額を

もって補助金の額とする。 

３ 補助対象事業について、国、県又は市等から補助金（この要綱に基づく補助金以外のも



のをいう。）を受ける場合は、補助対象経費から当該補助金の額を差し引いた額を算定の基

礎とする。 

（補助対象外経費） 

第５条 次の各号に掲げる費用は、補助金の交付の対象から除くものとする。 

（１） 敷地の購入又は借入れに必要な経費。 

（２） 建築手続き等に要する費用。 

（３） 空き店舗を賃借する場合の敷金及び礼金。 

（交付条件） 

第６条 この補助金は、次の各号に掲げる事項を条件として交付するものとする。 

（１） 関係法令等を遵守し、諸手続きを遅延なく履行すること。 

（２） 経費の変更（第１０条に定める軽微な変更を除く。）をする場合は、市長の承認を

受けること。 

（３） 事業の内容を変更する場合は、市長の承認を受けること。 

（４） 事業を中止し、又は廃止する場合は、市長の承認を受けること。 

（５） 事業が予定の期間内に開始できない場合又は事業の遂行が困難となった場合は、

速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

（６） 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該帳簿及び証拠書類を５

年間保管しておくこと。 

（７） 事業に係る経理は、他の経理と区分して行うこと。 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、別記様式第１号により、補助金交付申請及び

添付書類を市長に提出しなければならない。 

（交付決定） 

第８条 市長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、審査のうえ交付決定を行

い、別記様式第２号により交付決定通知書を補助事業者に送付するものとする。 

（変更の承認申請） 

第９条 第６条第２号から第４号までの規定により市長の承認を受けようとする場合には、



あらかじめ別記様式第３号による事業変更承認申請書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する承認申請があった場合は、その内容を審査し、承認すべきと認

めたときは、別記様式第４号による事業変更承認通知書を補助事業者に送付するものとす

る。 

（軽微な変更の範囲） 

第１０条 第６条第２号に規定する軽微な変更は、次のいずれにも該当する場合とする。 

（１） 補助金額の変更で、補助金交付決定額から１０パーセントを超えない減額の変更 

であること。 

（２） 別表に定める補助対象経費における額の変更で、その額が変更前の金額から１０ 

パーセントを超えない減額であること。 

（事業が予定期間内に開始しない場合等の報告） 

第１１条 第６条第５号の規定により市長の指示を求める場合には、事業が予定期間内に開

始できない理由又は事業の遂行が困難となった理由を記載した書類を市長に提出しなけれ

ばならない。 

（実績報告） 

第１２条 補助金交付の決定を受けた者は、当該補助事業完了後、又は補助金の決定に係る

会計年度終了後、速やかに別記様式第５号により、実績報告書及び添付書類を市長に提出

しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、必要と認める場合には、随時事業の経過の報告を求

めることができる。 

（補助金の額の確定及び通知） 

第１３条 市長は、前条第１項に規定する実績報告書の提出を受けた場合は、その内容を審

査し、必要があると認めるときは、現地調査等を行い、交付すべき補助金の額を確定し、

これを別記様式第７号による補助金確定通知書を補助事業者に通知するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１４条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、補助金の

交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 



（１） 虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付の決定を受けた場合。 

（２） 補助金を交付決定された内容以外の用途に使用した場合。 

（３） 補助金を交付決定された内容の事業を遂行しなかった場合。 

（４） 補助期間内に事業の中止又は廃止をした場合。 

（５） その他この要綱の規定に違反した場合。 

２ 前項の規定は、交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用があるものとす

る。 

３ 市長は第１項の規定による取消しをした場合は、別記様式第８号による補助金交付決定

取消通知書を補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１５条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合においては、当該取消しに係る部

分に関し既に補助金が交付されているときは、補助事業者に対し、別記様式第９号による

補助金返還命令書により期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

２ 市長は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超えて補助金が

交付されているときは、前項の規定の例によりその返還を命ずるものとする。 

（財産処分の制限） 

第１６条 規則第２０条の規定により市長の承認を受けようとする場合には、あらかじめ取

得財産の処分承認申請書を別記様式第１０号により市長に提出し、その承認を受けなけれ

ばならない。 

（選定委員会） 

第１７条 市長は、補助金の交付の決定等この要綱の目的達成に必要な意見を聴くとともに、

公平・公正に補助事業者を選定するため、新潟市創業サポート事業（店舗）選定委員会（以

下「選定委員会」という。）を置く。 

２ 選定委員会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２７年３月２６日から施行する。 



（適用期限） 

２ この要綱は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、これ以前に第１７条

による選定委員会により選定され、第８条により補助金の交付決定を受けた者に対するこの

要綱の規定の適用については、この要綱の失効後も、なおその効力を有する。

  附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の新潟市商店街内創業サポート事業費補助金交付要綱 

に基づいて継続して補助金の交付を受けている事業にあっては、この要綱の第３条第１項 

第１号中「商店街団体に加入する」とあるのは「商店街団体の同意を得た」と読み替える 

ものとする。  

附 則 

 この要綱は、平成２８年７月１５日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成３０年７月９日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。なお、施行日より前に第１７条による選定

委員会により選定され、第８条により補助金の交付決定を受けた者については、従前の要綱



の規定を適用する。 

別表（第４条関係） 

補助対象経費 補助期間、補助率、限度額 

賃借料 

（建物賃借料） 

補助期間：建物賃借料が発生した日から１年間 

補 助 率：１／３ 

※次のいずれかに該当するものは、補助率は１／２以内とする。

 （１）事業実施場所が商店街内 

 （２）ＵＩＪターン者又は特定創業支援者 

限 度 額：６０万円 

※補助金の支出は、年度毎に行う。 

１ 補助対象経費は、消費税及び地方消費税を除いた額とする。 



別記様式第１号（第７条関係）

     年   月   日

（ 宛 先 ）

新 潟 市 長

所在地

名 称

代表者             

創業サポート事業費（店舗）補助金交付申請書

創業サポート事業（店舗）を下記のとおり実施したいので、新潟市補助金等交付規則により、

補助金の交付を申請します。

記

１．店 舗 等 の 名 称  

２．補 助 事 業 の 目 的 及 び 内 容  事業計画書のとおり

３．補助対象額及び補助金交付申請額

補助対象額 補助率 交付申請額

４．事 業 着 手 予 定 年 月 日        年   月   日

事 業 完 了 予 定 年 月 日        年   月   日

５．情報の公表の内容、方法及び時期

６．添 付 書 類

(1) 該当年度の収支予算書
(2) 創業サポート事業（店舗）応募申請書に添付した書類のうち、変更のあったもの
(3) 暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書
(4) 納税証明書（新潟市制度用）



別記様式第２号（第８条関係）

 新   第     号   

     年   月   日

（補助事業者）

所在地

名 称

代表者             様

新潟市長        印

創業サポート事業費（店舗）補助金交付決定通知書

     年  月  日付けで交付申請のあった標記の補助金について、下記のとおり交付を

決定したので通知します。

記

１．店舗等の名称   

２．交 付 決 定 額   

３．交 付 条 件   



別記様式第３号（第９条関係）

    年  月  日

（ 宛 先 ）

新 潟 市 長

所在地

名 称

代表者

創業サポート事業（店舗）変更承認申請書

  年  月  日付け新  第   号  で交付決定のあった創業サポート事業（店

舗）について、下記のとおり変更したいので、新潟市創業サポート事業費（店舗）補助金交付要

綱第９条第１項の規定により申請します。

記

１．店舗等の名称

２．変 更 の 内 容

変更前 変更後

３．変 更 の 理 由

４．変更予定年月日



別記様式第４号（第９条関係）

新   第     号   

     年   月   日

（補助事業者）

所在地

名 称

代表者             様

新潟市長        印  

創業サポート事業（店舗）変更承認通知書

  年  月  日付け新  第   号  で交付決定した創業サポート事業（店舗）

について、下記のとおり変更を承認したので、通知します。

記

１．店舗等の名称

２．既交付決定額

３．変更交付決定額

４．変 更 事 項

変更前 変更後

５．変 更 の 理 由



別記様式第５号（第１２条関係）

    年  月  日

（ 宛 先 ）

新 潟 市 長

所在地

名 称

代表者

創業サポート事業（店舗）実績報告書

  年  月  日付け新  第   号  で交付決定のあった創業サポート事業（店

舗）が完了したので、新潟市補助金等交付規則の規定により下記のとおり報告します。

記

１．店 舗 等 の 名 称

２．交付決定額及びその精算額

補助対象額 補助率 補助金額 交付決定額 差引増減

３．事 業 着 手 年 月 日         年  月  日（賃貸借契約日）

建 物 賃 借 料 発 生 年 月 日         年  月  日（賃借料が発生した日）

店 舗 開 店 年 月 日         年  月  日（店舗の運営を開始した日）

事 業 完 了 年 月 日         年  月  日

４．情 報 の 公 表 の 状 況

５．補 助 事 業 の 運 営 状 況     別紙１「事業報告書」のとおり

６．添 付 書 類

（１） 収支決算書

（２） 領収書又は収支を証する書類の写し

（３） 空き店舗の賃貸借契約書の写し

（４） 建築確認通知を受けたものについては、建築基準法第７条第５項の規定による検査済

証の写し

（５） 開業したことの分かる資料の写し（個人事業主の場合は開業届、会社設立の場合は登

記簿謄本）

（６） 事業を承継したことが分かる資料の写し（第二創業を行う者の場合）

（７） 事業開始後の店舗外観及び内観の状況が分かる写真（事業開始年度のみ）



別紙１

事業報告書

１ 来客数・売上実績

年月
来客数（人） 売上（円）

目標 実績 目標 実績

年  月

年  月

年  月

年  月

年  月

年  月

年  月

年  月

年  月

年  月

年  月

年  月

年度計

２ 事業実績

補助事業

の成果

事業内容の履行

地域等との連携

今後の方針等

・利用者

・売上金

・連携等



別記様式第６号（第１３条関係）

新   第     号   

     年   月   日

（補助事業者）

所在地

名 称

代表者             様

新潟市長        印   

創業サポート事業費（店舗）補助金確定通知書

  年  月  日付けで実績報告のあった標記事業に対する補助金について、下記のと

おり確定したので通知します。

記

１．店舗等の名称

２．交付決定額

３．交付済額

４．確定額



別記様式第７号（第１４条関係）

新   第     号   

     年   月   日

（補助事業者）

所在地

名 称

代表者             様

新潟市長        印   

創業サポート事業費（店舗）補助金交付決定取消通知書

  年  月  日付け新  第   号  で交付決定した創業サポート事業（店舗）

については、下記のとおり交付決定の取消しをしたので通知します。

記

１．店舗等の名称

２．交付決定額

３．交付決定取消額

４．取消理由



別記様式第８号（第１５条関係）

新   第     号   

     年   月   日

（補助事業者）

所在地

名 称

代表者             様

新潟市長        印   

創業サポート事業費（店舗）補助金返還命令書

  年  月  日付け新  第   号  で金額の確定した（交付決定を取り消した）

補助金については、下記のとおり返還を命ずる。

記

１．店舗等の名称

２．返還額

３．返還期限

４．返還理由



別記様式第９号（第１６条関係）

    年  月  日

（ 宛 先 ）

新 潟 市 長

所在地

名 称

代表者

創業サポート事業（店舗）に係る取得財産の処分承認申請書

  年  月  日付け新  第   号  で交付決定のあった創業サポート事業（店

舗）により取得した財産を下記のとおり処分したいので、新潟市創業サポート事業費（店舗）補

助金交付要綱第１６条の規定により承認を申請します。

記

１．店舗等の名称

２．取得効用増加財産の品目及び取得効用増加年月日

３．取得効用増加価格及び時価

４．処分の方法

５．処分の理由


